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議案第４２号

令和４年度倉吉市一般会計補正予算(第２号)

令和４年度倉吉市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９２２，４４９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３０，０２９，１２０千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。

提出

倉 吉 市 長 広 田 一 恭

令和４年５月２６日
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（歳 入） （単位 千円）

款 項

14. 国 庫 支 出 金 3,711,252 5,809 3,717,061

2. 国 庫 補 助 金 586,882 5,809 592,691

15. 県 支 出 金 2,462,368 107,467 2,569,835

2. 県 補 助 金 1,169,480 107,467 1,276,947

18. 繰 入 金 1,251,850 674,773 1,926,623

1. 基 金 繰 入 金 1,246,297 674,773 1,921,070

21. 市 債 1,237,473 134,400 1,371,873

1. 市 債 1,237,473 134,400 1,371,873

29,106,671 922,449 30,029,120

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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（歳 出） （単位 千円）

款 項

2. 総 務 費 4,039,557 608,816 4,648,373

1. 総 務 管 理 費 3,531,451 608,816 4,140,267

3. 民 生 費 10,088,484 256,149 10,344,633

1. 社 会 福 祉 費 4,805,565 171,149 4,976,714

2. 児 童 福 祉 費 4,209,222 85,000 4,294,222

7. 商 工 費 3,502,353 32,850 3,535,203

1. 商 工 費 3,502,353 32,850 3,535,203

9. 消 防 費 827,138 1,510 828,648

1. 消 防 費 827,138 1,510 828,648

10. 教 育 費 1,949,637 23,124 1,972,761

2. 小 学 校 費 265,525 17,832 283,357

4. 社 会 教 育 費 550,888 5,292 556,180

29,106,671 922,449 30,029,120

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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(追加）

事 項 期 間

燃 油 価 格 高 騰 ・ 円 安
対 策 資 金 利 子 補 助 金

令和５年度から令和７年度まで 融資実行日から３年
を経過する日までの
間に生じた利子の額

第２表 債務負担行為補正

限 度 額

4

4



第３表 地方債補正

(変更）

限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

千円 年10.0％以内（ただ 20年以内(内据置3年以内）その 千円

し、利率見直し方式 他は、借入先の融資条件による。

で借り入れる資金に ただし、市財政の都合により据置

地 域 活 性 化 事 業 費 13,900 証書借入又は ついて、利率の見直 期間及び償還期限を短縮し、もし 17,700 補正前 補正前 補正前

証券発行 しを行った後におい くは、繰上償還又は、低利に借換 に同じ に同じ に同じ

ては、当該見直し後 えることができる。

の利率)

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 80,300 同 上 同 上 30年以内(内据置5年以内）以下同上 150,100 同上 同上 同上

公 共 施 設 等 適 正 管 理 事 業 費 63,000 同 上 同 上 30年以内(内据置5年以内）以下同上 84,800 同上 同上 同上

過 疎 対 策 事 業 費 199,800 同 上 同 上 30年以内(内据置5年以内）以下同上 238,800 同上 同上 同上

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後
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１．総括

（歳 入） （単位 千円）

款

14. 国 庫 支 出 金 3,711,252 5,809 3,717,061

15. 県 支 出 金 2,462,368 107,467 2,569,835

18. 繰 入 金 1,251,850 674,773 1,926,623

21. 市 債 1,237,473 134,400 1,371,873

29,106,671 922,449 30,029,120

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

一般会計
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（歳 出） （単位 千円）

款

2. 総 務 費 4,039,557 608,816 4,648,373 100,000 64,600 444,216

3. 民 生 費 10,088,484 256,149 10,344,633 740 69,800 185,609

7. 商 工 費 3,502,353 32,850 3,535,203 5,546 27,304

9. 消 防 費 827,138 1,510 828,648 495 1,015

10. 教 育 費 1,949,637 23,124 1,972,761 6,495 16,629

29,106,671 922,449 30,029,120 113,276 134,400 674,773歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２．歳入

（款） 14.国庫支出金 （項） 2.国庫補助金 （単位 千円）

節

目

6. 94,232 5,809 100,041 1. 小 学 校 費 補 助 金 3,750 スクールバス購入費補助金 3,750

3. 社 会 教 育 費 補 助 金 2,059 伝統的建造物群保存事業費補助金 2,059

計 586,882 5,809 592,691

（款） 15.県支出金 （項） 2.県補助金

1. 55,915 100,000 155,915 1. 総 務 管 理 費 補 助 金 100,000 鳥取県超高速情報通信基盤整備補助金

100,000

2. 427,026 740 427,766 1. 社 会 福 祉 費 補 助 金 740 隣保館施設整備費補助金 740

5. 93,366 5,546 98,912 1. 商 工 費 補 助 金 5,546 アニメ資源活用誘客促進事業費補助金

2,000

地域経済変動対策資金等利子補助金

536

市町村内バス等支援補助金 3,010

7. 4,892 495 5,387 1. 消 防 費 補 助 金 495 防災・危機管理対策交付金 495

8. 35,055 686 35,741 4. 社 会 教 育 費 補 助 金 686 伝統的建造物群保存事業費補助金 686

計 1,169,480 107,467 1,276,947

（款） 18.繰入金 （項） 1.基金繰入金

11. 305,577 674,773 980,350 1. 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 674,773 財政調整基金繰入金 674,773

計 1,246,297 674,773 1,921,070

補正前の額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明

教 育 費 補 助 金

総 務 費 補 助 金

民 生 費 補 助 金

商 工 費 補 助 金

消 防 費 補 助 金

教 育 費 補 助 金

財 政 調 整 基 金 繰 入 金
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（款） 21.市債 （項） 1.市債 （単位 千円）

節

目

1. 161,600 64,600 226,200 1. 総 務 管 理 債 64,600 公共施設等適正管理事業債 21,800

地域活性化事業債 3,800

過疎対策事業債 39,000

2. 22,800 69,800 92,600 1. 社 会 福 祉 債 69,800 緊急防災・減災事業債 69,800

計 1,237,473 134,400 1,371,873

説 明

総 務 債

民 生 債

補正前の額 補 正 額 計
区 分 金 額
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３．歳出

（款） 2.総務費 （項） 1.総務管理費 (単位 千円)

節

目

1. 1,149,678 106,550 1,256,228 60,800 45,750 11. 役 務 費 2,772 手数料 2,772

12. 委 託 料 44,268 委託料 44,268

システム改修委託料 40,521

設計監理委託料 3,747

14. 工事請負費 59,510 維持補修工事 59,510

7. 792,514 502,266 1,294,780 100,000 3,800 398,466 1. 報 酬 1,460 非常勤職員報酬 1,460

会計年度任用職員 1,460

3. 職員手当等 373 期末手当 373

4. 共 済 費 310 共済組合負担金 71

社会保険料 239

8. 旅 費 42 費用弁償 42

通勤手当相当分（会計年度任用職員

） 42

10. 需 用 費 40 消耗品費 40

11. 役 務 費 40 通信運搬費 40

12. 委 託 料 4,682 委託料 4,682

設計監理委託料 3,082

倉吉天女音楽祭委託料 1,600

14. 工事請負費 12,584 改良工事 12,584

17. 備品購入費 4,224 庁用器具費 4,224

18. 負担金補助 478,511 負担金 770

及び交付金 倉吉市スポーツクライミング聖地化

推進協議会負担金 770

補助金 477,741

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

一 般 管 理 費

企 画 費
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（款） 2.総務費 （項） 1.総務管理費 (単位 千円)

節

目

倉吉西エリア情報通信基盤整備事業

費補助金 372,000

スポーツクライミング聖地化推進事

業費補助金 330

子育て世帯への臨時特別給付金

30,000

ひとり親世帯への臨時特別給付金

45,000

里見まつり実施委員会補助金 1,900

住宅リフォーム助成金 24,711

農業収入保険加入促進緊急支援事業

費補助金 1,000

大規模スポーツ大会開催費補助金

300

倉吉ばえん祭開催費補助金 2,500

計 3,531,451 608,816 4,140,267 100,000 64,600 444,216

（款） 3.民生費 （項） 1.社会福祉費

1. 874,557 70,912 945,469 69,800 1,112 12. 委 託 料 6,232 委託料 6,232

設計監理委託料 6,232

14. 工事請負費 63,580 維持補修工事 63,580

21. 補償補填及 1,100 賠償金 1,100

び 賠 償 金

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

（ 企 画 費 ）

社会福祉総務

費
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（款） 3.民生費 （項） 1.社会福祉費 (単位 千円)

節

目

7. 59,328 20,237 79,565 740 19,497 12. 委 託 料 2,631 委託料 2,631

設計監理委託料 2,631

14. 工事請負費 17,606 維持補修工事 17,606

10. 0 80,000 80,000 80,000 10. 需 用 費 630 消耗品費 600

印刷製本費 30

11. 役 務 費 370 通信運搬費 300

手数料 70

12. 委 託 料 9,000 委託料 9,000

システム導入委託料 9,000

18. 負担金補助 70,000 補助金 70,000

及び交付金 非課税世帯等臨時特別給付金 70,000

計 4,805,565 171,149 4,976,714 740 69,800 100,609

（款） 3.民生費 （項） 2.児童福祉費

9. 0 85,000 85,000 85,000 1. 報 酬 1,752 非常勤職員報酬 1,752

会計年度任用職員 1,752

3. 職員手当等 374 期末手当 374

4. 共 済 費 360 共済組合負担金 102

社会保険料 258

8. 旅 費 52 費用弁償 52

通勤手当相当分（会計年度任用職員

） 52

10. 需 用 費 2,062 消耗品費 1,862

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

人権文化セン

タ ー 費

非課税世帯等

臨時特別給付

費

子育て世帯へ

の臨時特別給

付 費
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（款） 3.民生費 （項） 2.児童福祉費 (単位 千円)

節

目

印刷製本費 200

11. 役 務 費 400 通信運搬費 200

手数料 200

12. 委 託 料 5,000 委託料 5,000

システム改修委託料 5,000

18. 負担金補助 75,000 補助金 75,000

及び交付金 子育て世帯への臨時特別給付金

30,000

ひとり親世帯への臨時特別給付金

45,000

計 4,209,222 85,000 4,294,222 85,000

（款） 7.商工費 （項） 1.商工費

2. 3,309,676 3,473 3,313,149 536 2,937 18. 負担金補助 3,473 補助金 3,473

及び交付金 燃油価格高騰・円安対策資金利子補

助金 1,073

企業立地促進補助金 2,400

3. 114,384 29,377 143,761 5,010 24,367 12. 委 託 料 29,377 委託料 29,377

観光客等誘致促進事業委託料 4,000

観光・生活対応型モビリティ導入検

討業務委託料 25,377

計 3,502,353 32,850 3,535,203 5,546 27,304

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

（子育て世帯

への臨時特別

給 付 費 ）

商工業振興費

観 光 費
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（款） 9.消防費 （項） 1.消防費 (単位 千円)

節

目

5. 50,796 1,510 52,306 495 1,015 11. 役 務 費 520 通信運搬費 520

17. 備品購入費 990 機械器具費 990

計 827,138 1,510 828,648 495 1,015

（款） 10.教育費 （項） 2.小学校費

1. 197,695 16,378 214,073 3,750 12,628 17. 備品購入費 16,337 機械器具費 16,337

26. 公 課 費 41 自動車重量税 41

2. 67,830 1,454 69,284 1,454 7. 報 償 費 75 報償金 75

10. 需 用 費 1,379 消耗品費 20

印刷製本費 1,359

計 265,525 17,832 283,357 3,750 14,082

（款） 10.教育費 （項） 4.社会教育費

3. 119,043 4,120 123,163 2,745 1,375 12. 委 託 料 600 委託料 600

設計監理委託料 600

14. 工事請負費 3,520 維持補修工事 3,520

6. 3,934 1,172 5,106 1,172 1. 報 酬 297 非常勤職員報酬 297

会計年度任用職員 297

7. 報 償 費 50 報償金 50

8. 旅 費 10 費用弁償 10

通勤手当相当分（会計年度任用職員

） 10

一 般 財 源 区 分
補正前の額

金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

災 害 対 策 費

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

学 校 管 理 費

教 育 振 興 費

文 化 事 業 費

歴史民俗資料

館 費
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（款） 10.教育費 （項） 4.社会教育費 (単位 千円)

節

目

10. 需 用 費 418 消耗品費 20

印刷製本費 398

11. 役 務 費 40 手数料 40

12. 委 託 料 357 委託料 357

展示作業委託料 357

計 550,888 5,292 556,180 2,745 2,547

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分

補正前の額

料 館 費 ）

金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

（歴史民俗資

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
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１ 一 般 職
(1) 総 括

ア 会 計 年 度 任 用 職 員

備考 １ この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載している。
２ 職員数欄（ ）書は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。
ただし、延人数により積算されるべき職員の数は、（ ）書の内外のいずれにも含めない。

比 較 0 0 0 0 0 747 0

の 内 訳
補正前 0 1,709 2,775 0 0

0 130,955
職員手当

補正後 0 1,709 2,775 0

区 分 休日勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

退職手当

130,208 0

0

特殊勤務手当
時間外及び

通勤手当 地域手当 宿日直手当 期末手当

比 較 0 (4) 3,509 0 747 4,256 670 4,926

830,283 128,478 958,761

補 正 前 76 (364) 567,911 123,424 134,692

補 正 後 76 (368) 571,420 123,424 135,439

826,027 127,808 953,835

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） (千円） (千円）

給 与 費

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考

0 0 471,522 254,684

0 0 747 0 0 0比 較 0 0 0 0 0 0 0

18,107 584

254,684 155,988 500

の 内 訳
補正前 46,608 19,903 27,132 7,569 110,142

110,142 18,107 584 0 0 472,269
職員手当

補正後 46,608 19,903 27,132 7,569

155,988 500

区 分 休日勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地域手当扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当
時間外及び

通勤手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特別
勤務手当単身赴任手当 宿日直手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

比 較 0 (4) 3,509 0 747 4,256 670 4,926

3,282,470 599,747 3,882,217

補 正 前 454 (384) 567,911 1,597,564 1,112,739

補 正 後 454 (388) 571,420 1,597,564 1,113,486

3,278,214 599,077 3,877,291

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） (千円） (千円）

給 与 費 明 細 書

給 与 費

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考
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(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

そ の 他 の 増 減 分 747

【主な増額要因】
・子育て世帯への臨時特別給付金給付事業
実施によるもの
・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金事業実施によるもの

そ の 他 の 増 減 分 0

職員手当 747

給与改定に伴う増減分 0

区 分 増 減 額 （千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 備 考

給 料 0

給与改定に伴う増減分 0
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限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円 千円

補正前の額 0 0 0 0

補 正 額

融資実行日
から3年を経
過する日ま
での間に生
じた利子の
額

5～7 限度額と同額

融資実行日
から3年を経
過する日ま
での間に生
じた利子の
額に1/2を乗
じて得た額

融資実行日
から3年を経
過する日ま
での間に生
じた利子の
額から県補
助金の額を
控除した額

計

融資実行日
から3年を経
過する日ま
での間に生
じた利子の
額

5～7 限度額と同額

融資実行日
から3年を経
過する日ま
での間に生
じた利子の
額に1/2を乗
じて得た額

融資実行日
から3年を経
過する日ま
での間に生
じた利子の
額から県補
助金の額を
控除した額

燃 油 価 格 高 騰 ・ 円 安
対 策 資 金 利 子 補 助 金

一 般 財 源
支 出（ 見込 ）額 の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

額または支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前 年度 末ま での 当 該 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳
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地方債の前前年度末における現在高ならびに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

 

 補正前の額 補正額 計 補正前の額 補正額 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 906,600 134,400 1,041,000 13,580,030 134,400 13,714,430

(7) 過 疎 対 策 199,800 39,000 238,800 285,400 39,000 324,400

(10)そ の 他 80,300 95,400 175,700 3,925,341 95,400 4,020,741

1,237,473 134,400 1,371,873 28,337,409 134,400 28,471,809

当該年度中増減見込み
当該年度末現在高見込額

区　　　分 当該年度中起債見込額

合　　　　　計

普 通 債
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